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３．建築物の耐震化の現状等 

（１）住宅及び家屋 

 隠岐の島町における住宅及び家屋の耐震化の現状は、家屋課税台帳をもと に推計しています。 

 

①住宅 

 2 0 17 （平成 2 9 ）年度の家屋課税台帳によると 、隠岐の島町にある住宅やアパート等、人が居住する

可能性がある建築物は 8 ,9 9 8 棟です。このう ち、新耐震基準施行（19 8 1 年 6 月 1 日）以降に建築さ

れた住宅は 3 ,8 3 1 棟あり、耐震化率は 4 2 .6 ％と 算定さ れます。 

 新耐震基準施行以前に建築さ れた住宅は 5 ,16 7 棟で、隠岐の島町にある住宅の半数以上は築後

3 5 年以上経過しています。 

 「隠岐の島町耐震改修促進計画」の計画期間を経て、住宅の耐震化率は、2 0 10 年の 4 1 .1％から

2 0 17 年の 4 2 .6 ％へと 推移しており、耐震化率はわずかに上がりました。この間、耐震診断や耐震改

修工事、耐震補強設計への補助制度を創設して、耐震化への支援を実施してきましたが、実績件数は

多く なく 、住宅の所有者等の耐震化への意識は十分に高まっていないと 考えられます。 

 

 構造別にみると 、ほと んどが木造住宅と なっており、今後も 木造住宅の耐震化に対する支援を継続

していく 必要があること がわかります。 

 

【住宅の耐震化の現状】 

 19 8 1 年 6 月以降

（新耐震基準） 

の住宅〔棟〕 

① 

19 8 1 年 5 月以前

（旧耐震基準） 

の住宅〔棟〕 

② 

合計 

〔棟〕 

 

③= ①＋② 

耐震化率 

 

 

①/③ ×10 0  

木造住宅 
2 0 1 7 年度 3 ,7 4 5  5 ,0 7 1  8 ,8 16  4 2 .5 %  

2 0 1 0 年度 3 ,7 0 4  5 ,3 3 1  9 ,0 3 5  4 1 .0 %  

非木造住宅 
2 0 1 7 年度 8 6  9 6  18 2  4 7 .3 %  

2 0 1 0 年度 8 8  10 6  19 4  4 5 .4 %  

合計 
2 0 1 7 年度 3 ,8 3 1  5 ,16 7  8 ,9 9 8  4 2 .6 %  

2 0 1 0 年度 3 ,7 9 2  5 ,4 3 7  9 ,2 2 9  4 1 .1%  
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 新耐震基準施行以前に建築さ れた住宅を建築時期別にみると 、19 7 1～19 8 1 年 5 月までに建築さ

れた住宅が 2 ,0 4 7 棟あり、約 4 割を占めています。また、明治時期及び大正時期に建築さ れた歴史

ある住宅があわせて 9 3 2 棟と なっています。 

 新耐震基準施行以前に建築さ れた住宅であっても 、その状態は多様であり、それぞれの状態に即し

たかたちで耐震化を促進する必要があると 考えられます。 

 

【建築時期別の住宅数】 

建築年（西暦） （和暦） 棟数〔棟〕 割合 

～19 12 年 明治 4 5 7  8 .8 %  

19 13 ～19 2 6 年 大正 4 7 5  9 .2 %  

19 2 7 ～19 4 5 年 戦前昭和 5 2 1  10 .1%  

19 4 6 ～19 6 0 年 昭和 2 1～3 5 年 8 8 1  17 .1%  

19 6 1～19 7 0 年 昭和 3 6 ～4 5 年 7 8 6  15 .2 %  

19 7 1～19 8 1 年 5 月 昭和 4 6 ～昭和 5 6 年 5 月 2 ,0 4 7  3 9 .6 %  

合計 5 ,16 7  10 0 .0 %  

 

 

 地域別に住宅の耐震化率を算定すると 、耐震化率が高い地域は五箇、磯、中条です。特に五箇地域に

ついては、8 地域で唯一耐震化率が 5 0 ％を超えています。 

 一方、耐震化率が低い地域は中村、布施、東郷と なっています。 

 

【地域別の住宅の耐震化の現状】 

地域 

19 8 1 年 6 月以降

（新耐震基準） 

の住宅〔棟〕 

① 

19 8 1 年 5 月以前

（旧耐震基準） 

の住宅〔棟〕 

② 

合計 

〔棟〕 

 

③= ①＋② 

耐震化率 

 

 

①/③ ×10 0  

西郷 1 ,2 3 7  1 ,8 3 2  3 ,0 6 9  4 0 .3 %  

東郷 2 5 6  4 2 6  6 8 2  3 7 .5 %  

中条 5 5 0  6 19  1 ,16 9  4 7 .0 %  

磯 4 3 2  4 4 7  8 7 9  4 9 .1%  

中村 17 0  4 7 3  6 4 3  2 6 .4 %  

布施 8 6  2 3 0  3 16  2 7 .2 %  

五箇 6 5 4  4 8 0  1 ,13 4  5 7 .7 %  

都万 4 4 6  6 6 0  1 ,10 6  4 0 .3 %  

合計 3 ,8 3 1  5 ,16 7  8 ,9 9 8  4 2 .6 %  
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 家屋課税台帳の住宅には、現在は人が居住していない空き家も含まれています。国や島根県が住宅

の耐震化率を算定する際には、居住世帯がある住宅のみが対象と さ れており、これに合わせた耐震化

率も推計すること と します。 

 

 隠岐の島町では「隠岐の島町空家等対策計画」の策定（2 0 18 年 3 月策定予定）に向けて、2 0 16 年

度に空き家実態調査を実施しています。調査で明らかと なった空き家は 1,111 戸であり、これを考慮

すると 、現在人が居住している住宅は 7 ,8 8 7 棟と 考えられます。空き家が全て新耐震基準施行以前

に建築さ れた住宅であると 仮定すると 、本町における住宅の耐震化率は 4 8 .6 ％であると 推計さ れま

す。 

 また、地域別の耐震化率は次の表のと おりと なります。 

 

【地域別の住宅の耐震化の現状（人が居住する住宅のみ）】 

地域 

全住宅数 

〔棟〕 

空き家数 

〔棟〕 

人が居住する 

住宅数〔棟〕 

耐震化率 

※人が居住する 

住宅のみ 

( 参考)  

空き家率 

西郷 3 ,0 6 9  2 2 2  2 ,8 4 7  4 3 .4 %  7 .2 %  

東郷 6 8 2  8 4  5 9 8  4 2 .8 %  12 .3 %  

中条 1 ,16 9  8 5  1 ,0 8 4  5 0 .7 %  7 .2 %  

磯 8 7 9  8 3  7 9 6  5 4 .3 %  9 .4 %  

中村 6 4 3  10 3  5 4 0  3 1 .5 %  15 .8 %  

布施 3 16  7 9  2 3 7  3 6 .6 %  2 5 .1%  

五箇 1 ,13 4  2 3 2  9 0 2  7 2 .5 %  2 0 .3 %  

都万 1 ,10 6  2 2 3  8 8 3  5 0 .5 %  19 .9 %  

合計 8 ,9 9 8  1 ,111  7 ,8 8 7  4 8 .6 %  12 .3 %  
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②家屋 

 家屋課税台帳に記載さ れる家屋には、住宅以外に、付属家や倉庫、事務所、工場、ホテル・旅館などが

含まれます。2 0 17 （平成 2 9 ）年度に家屋課税台帳に記載さ れている家屋は、住宅も含めて 13 ,8 6 8

棟あり、このう ち新耐震基準施行以降に建築さ れたものが 6 ,0 6 7 棟、耐震化率は 4 3 .7 ％と 推計さ

れます。 

 用途別にみると 、アパート・共同住宅や事務所、工場などの耐震化率は 7 0 ％以上あり、比較的耐震

化が進んでいることが分かります。一方、土蔵、ホテル・旅館の耐震化率は低く 、3 0 ％に満たない状況

です。特にホテル・旅館は多く の人が利用する場所でもあるため、耐震化が急がれます。 

 

【用途別の家屋の耐震化の現状】 

用途 

19 8 1 年 6 月以降

（新耐震基準） 

の建築物〔棟〕 

① 

19 8 1 年 5 月以前

（旧耐震基準） 

の建築物〔棟〕 

② 

合計 

〔棟〕 

 

③= ①＋② 

耐震化率 

 

 

①/③ ×10 0  

住宅 3 ,7 4 2  5 ,14 9  8 ,8 9 1  4 2 .1%  

アパート･共同住宅 8 9  18  10 7  8 3 .2 %  

ホテル･旅館 14  3 6  5 0  2 8 .0 %  

簡易付属家 17 0  4 9  2 19  7 7 .6 %  

付属家 1 ,13 7  1 ,7 7 1  2 ,9 0 8  3 9 .1%  

土蔵 4 7  2 8 2  3 2 9  14 .3 %  

倉庫 4 7 1  3 3 0  8 0 1  5 8 .8 %  

店舗･銀行 13 5  7 7  2 12  6 3 .7 %  

事務所 16 9  5 4  2 2 3  7 5 .8 %  

病院 6  0  6  10 0 .0 %  

工場 8 5  3 5  12 0  7 0 .8 %  

その他 2  0  2  10 0 .0 %  

合計 6 ,0 6 7  7 ,8 0 1  13 ,8 6 8  4 3 .7 %  
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（２）多数の者が利用する建築物 

 隠岐の島町における多数の者が利用する建築物の耐震化の状況は、島根県が 2 0 15 （平成 2 7 ）年に

実施した耐震化実態調査結果をもと に確認しています。 

 2 0 15 年 10 月現在、多数の者が利用する建築物は隠岐の島町内に 8 1 棟あり、このう ち新耐震基

準施行以降に建築さ れた建築物が 4 6 棟です。また、旧耐震基準で建築さ れた建築物 3 5 棟のう ち、

耐震改修などによって耐震性があると 判断さ れる建築物は 2 4 棟でした。 

 以上のこと から、多数の者が利用する建築物 8 1 棟のう ち、耐震性がある建築物は 7 0 棟と なり、耐

震化率は 8 6 .4 ％と 算定さ れます。「隠岐の島町耐震改修促進計画」の計画期間を経て、多数の者が利

用する建築物の耐震化率は、2 0 10 年の 6 4 .8 ％から 2 0 15 年の 8 6 .4 ％へと 2 1 .6 ポイント上がり

ました。 

 また、これらの建築物を「災害時の拠点と なる建築物」、「不特定多数の者が利用する建築物」、「特定

多数の者が利用する建築物」に区分して、それぞれの用途ごと の耐震化率を把握したと ころ、「災害時

の拠点と なる建築物」の耐震化率は 8 6 .7 ％、「不特定多数の者が利用する建築物」の耐震化率は

8 5 .7 ％、「特定多数の者が利用する建築物」の耐震化率は 8 5 .7 ％でした。 

 

【多数の者が利用する建築物の耐震化の現状】 

 建築物 

〔棟〕 

19 8 1 年 

6 月以降 

の建築物 

〔棟〕 

19 8 1 年 

5 月以前

の建築物 

〔棟〕 

    耐震性 

ありの 

建築物 

〔棟〕 

耐震化 

率 耐震診断 

の結果、 

耐震性 

あり 

耐震診断 

の結果、 

耐震性 

なし 

 耐震診断 

未実施 耐震改修 

実施済 

 ①=  

②＋③ 

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧＝ 

②＋④＋⑥ 

⑧/①×10 0  

多数の者が利用する建築物 

（特定既存耐震不適格建築物に該当する規模） 
8 1  4 6  3 5  16  11  8  8  7 0  8 6 .4 %  

 災害時の拠点と なる

建築物 

役場、幼稚園、 

学校、病院等 
6 0  3 0  3 0  15  10  7  5  5 2  8 6 .7 %  

 不特定多数の者が 

利用する建築物 

ホテル･旅館、 

飲食店、銀行等 
7  5  2  1  0  0  1  6  8 5 .7 %  

 特定多数の者が 

利用する建築物 

共同住宅、寄宿舎、 

事務所、工場等 
14  11  3  0  1  1  2  12  8 5 .7 %  

 

 多数の者が利用する建築物のう ち、隠岐の島町が所有する建築物は 4 1 棟です。このう ち新耐震基

準施行以降に建築さ れた建築物が 2 5 棟、旧耐震基準で建築さ れた建築物で耐震改修などによって

耐震性があると 判断さ れる建築物は 12 棟で、耐震化率は 9 0 .2 ％と 算定さ れます。 

 用途別に区分すると 、「不特定多数の者が利用する建築物」及び「特定多数の者が利用する建築物」

はすべての建築物で耐震性が確認さ れていますが、「災害時の拠点と なる建築物」については、耐震化

率が 8 8 .9 ％と なっており、耐震化が急がれます。 
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【多数の者が利用する建築物（町有建築物のみ）の耐震化の現状】 

 建築物 

〔棟〕 

19 8 1 年 

6 月以降 

の建築物 

〔棟〕 

19 8 1 年 

5 月以前

の建築物 

〔棟〕 

    耐震性 

ありの 

建築物 

〔棟〕 

耐震化 

率 耐震診断 

の結果、 

耐震性 

あり  

耐震診断 

の結果、 

耐震性 

なし 

 耐震診断 

未実施 耐震改修 

実施済 

 ①=  

②＋③ 

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧＝ 

②＋④＋⑥ 

⑧/①×1 0 0  

多数の者が利用する建築物 

（特定既存耐震不適格建築物に該当する規模） 
4 1  2 5  16  12  1  0  3  3 7  9 0 .2 %  

 災害時の拠点 

と なる建築物 

役場、幼稚園、 

学校、病院等 
3 6  2 1  15  11  1  0  3  3 2  8 8 .9 %  

 不特定多数の者が 

利用する建築物 

ホテル･旅館、 

飲食店、銀行等 
4  3  1  1  0  0  0  4  10 0 .0 %  

 特定多数の者が 

利用する建築物 

共同住宅、寄宿舎、 

事務所、工場等 
1  1  0  0  0  0  0  1  10 0 .0 %  

 

 

（３）危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

 隠岐の島町における危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の状況は、島根県

が 2 0 15 年に実施した耐震化実態調査結果をもと に確認しています。 

 2 0 15 年 10 月現在、危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物は隠岐の島町内に 9 棟あ

り、このう ち新耐震基準施行以降に建築さ れた建築物が 5 棟です。旧耐震基準で建築さ れた建築物は

4 棟で、耐震化率は 5 5 .6 ％と 算定さ れます。「隠岐の島町耐震改修促進計画」の計画期間を経て、危

険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化率は、2 0 10 年の 5 0 .0 ％から 2 0 15 年の

5 5 .6 ％へと わずかに上がり ましたが、これは計画期間中に新しい建築物が建築さ れた結果であり、

各々の建築物の耐震化は進んでいないのが現状です。所有者等の耐震化への意識が十分に高まって

いないこと が考えられます。 

 

【危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の現状】 

 建築物 

〔棟〕 

19 8 1 年 

6 月以降 

の建築物 

〔棟〕 

19 8 1 年 

5 月以前の

建築物 

〔棟〕 

 耐震性 

ありの 

建築物 

〔棟〕 

耐震化 

率 
 耐震診断 

の結果、 

耐震性 

あり 

 ①= ②＋③ ② ③ ④ ⑤＝②＋④ ⑤/①×10 0  

危険物の貯蔵場又は処理場

の用途に供する建築物 
9  5  4  0  5  5 5 .6 %  
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（４）地震発生時に通行を確保すべき道路沿いの建築物 

 地震発生時に通行を確保すべき道路と は、島根県が 2 0 13 年 6 月に策定した「島根県緊急輸送道路

ネットワーク計画」に定められた、第 1 次～第 3 次緊急輸送道路を指します。緊急輸送道路は被災地で

の支援活動に必要な人員や物資の輸送を輸送するための道路であり、住民の避難路と も なる重要な

道路です。建築物の倒壊等によってこれらの道路が閉塞さ れ、支援活動や避難の妨げと なること がな

いよう 、この道路沿いの建築物の耐震化を進める必要があります。 

 

 隠岐の島町における地震発生時に通行を確保すべき道路（緊急輸送道路）は次の道路です。 

 
【緊急輸送道路一覧表（平成 2 5 年 6 月 1 日時点）】 

区分 道路種別 路線名 区間 

第 1 次 一般国道（指定外） 国道 4 8 5 号 
（町）中町中条線交点～ 

  西郷港 本港臨港道路･第二臨港道路交点 

第 1 次 主要地方道 隠岐空港線 全線 

第 1 次 主要地方道 西郷布施線 国道 4 8 5 号交点～（町）中町中条線交点 

第 1 次 隠岐の島町道 宮の前西町線 有木 1 号線交点～（主）西郷布施線交点 

第 1 次 隠岐の島町道 有木 1 号線 中町中条線交点～宮の前西町線交点 

第 1 次 隠岐の島町道 中町中条線 国道 4 8 5 号交点～有木 1 号線交点 

第 1 次 隠岐の島町道 西郷 2 7 0 号線 （主）隠岐空港線交点～広域農道岬線交点 

第 1 次 その他 広域農道岬線 （町）西郷 2 7 0 号線交点～国道 4 8 5 号交点 

第 2 次 一般国道（指定外） 国道 4 8 5 号 （主）西郷布施線交点～（町）中町中条線交点 

第 2 次 一般国道（指定外） 国道 4 8 5 号 郡バイパス 国道 4 8 5 号～町道向ヶ丘 1 号線交差点付近 

第 2 次 主要地方道 西郷都万郡線 全線 

第 2 次 主要地方道 西郷布施線 
西郷港 本港臨港道路･第二臨港道路交点～ 

  国道 4 8 5 号交点 

第 2 次 一般県道 中村津戸港線 国道 4 8 5 号交点～国道 4 8 5 号交点 

第 2 次 その他 西郷港 本港臨港道路･第二臨港道路 国道 4 8 5 号交点～（主）西郷布施線交点 

第 2 次 一般国道（指定外） 国道 4 8 5 号 郡バイパス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：島根県「島根県緊急輸送道路ネットワーク計画」 
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【緊急輸送道路網図（隠岐支庁県土整備局管内（平成 2 5 年 6 月 1 日時点）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：島根県「島根県緊急輸送道路ネットワーク計画」 
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 島根県が 2 0 15 年に実施した耐震化実態調査結果では、この道路沿いの建築物のう ち、新耐震基準

施行以前に建築さ れた建築物であって、倒壊した場合に道路を閉塞するおそれのある建築物は全部

で 17 棟と さ れています。そのう ち耐震改修等によって耐震性があると 判断さ れる建築物は 0 棟でし

た。17 棟の建築物に対して、耐震診断を行い、耐震性を有しないと 判断さ れた建築物については、早

急に耐震化を図る必要があります。 

 

【第 1 次～第 3 次の緊急輸送道路を閉塞するおそれのある建築物の耐震化の現状】 

道路種別 建築物数 
 

耐震改修済 

第 1 次緊急輸送道路 13  0  

第 2 次緊急輸送道路 4  0  

第 3 次緊急輸送道路 0  0  

合計 17  0  

 

 

４．建築物の耐震化における問題点及び今後の課題 

 隠岐の島町における建築物の耐震化の現状等を整理した結果、明らかと なった問題点及び課題は次

のと おりです。 

 

（１）隠岐の島町全体 

 隠岐の島町は大規模な地震の経験が少なく 、今後も甚大な被害が発生するよう な大規模な地震は起

こらないと の認識が広がっているため、比較的高額な費用を要する耐震診断及び耐震改修工事に消

極的な傾向があること が考えられます。 

 島根県の地震被害想定調査では震動予測がいずれの地震の場合も震度 3 以下と なっていますが、

2 0 16 年に発生した鳥取県中部地震で震度 5 弱の揺れが観測さ れるなど、想定外の地震が発生する

可能性もあります。 

 そのため、まずは町全体で耐震診断や耐震改修の必要性について正しく 理解し、地震防災意識を高

めていく 必要があります。 
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（２）住宅・家屋 

 住宅については耐震診断や耐震改修工事、耐震補強設計への補助制度を創設し、耐震化に向けた支

援を実施してきましたが、実績件数が少なく 、耐震化率もほとんど上がっていません。住宅の所有者等

の耐震化への意識は十分に高まっていないこと が考えられ、意識啓発を促進する必要があります。ま

た、建築時期が古い住宅になるほど居住の高齢化が進んでおり、経済面や工事への対応の煩わしさ 等、

日常生活への影響が懸念さ れていること が予想さ れます。そのため、高齢者世帯への支援制度のあり

方についての検討も必要であると 考えられます。 

 住宅以外の家屋については、多く の人が利用する場所であるホテル・旅館や店舗・銀行の耐震化率が

低いこと が分かりました。規模の大きな建築物は、耐震改修工事に多額な費用を要すること から、耐震

化が進まないこと が考えられます。町民や観光客の安全を確保するためにも、住宅以外の建築物の耐

震化への支援についても検討していく 必要があります。 

 

（３）多数の者が利用する建築物 

 耐震化が進んではいるものの、それぞれの建築物の用途を考えると 耐震性の確保を急がなければな

りません。特に災害時の拠点と なる建築物の耐震化率が 10 0 ％と なっていないこと から、災害時の機

能確保のため早急に取り組む必要があります。また、不特定多数の者が利用する建築物及び特定多数

の者が利用する建築物についても、利用者が被害を受けること がないよう 、積極的に耐震化を進める

必要があります。 

 

（４）危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

 周辺に対して危険を及ぼす可能性が高い建築物であるにもかかわらず、耐震化への取り組みが進ん

でいません。所有者等の意識啓発を行い、耐震化を促進していく 必要があります。 

 

（５）地震発生時に通行を確保すべき道路沿いの建築物 

 災害時に重要な道路であるにも かかわらず、沿道の建築物の耐震化が進んでいません。所有者等に

対して、道路が持つ役割や耐震化の重要性について周知していく 必要があります。 
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１．目標設定における基本的な考え方 

 耐震改修促進法に基づいて 2 0 16 年に改正さ れた国の基本方針では、住宅や多数の者が利用する

建築物の耐震化率を 2 0 2 0 年までに 9 5 ％と する目標を定め、建築物に対する指導等の強化や計画

的な耐震化の促進を図ること が示さ れています。 

 これを受けて県計画では、国の基本方針を基本と しながらも、現状の耐震化（住宅：7 0 ％、多数の者

が利用する大規模な建築物：8 6 ％）を勘案して、2 0 2 5 年までに住宅の耐震化率を 9 0 ％、多数の者

が利用する建築物の耐震化率を 9 5 ％と する目標を設定しています。 

 隠岐の島町においては、これら国の基本方針や県計画と 、「隠岐の島町耐震改修促進計画」の計画期

間の耐震化率の推移、今後の施策の効果などを考慮して、建築物の 2 0 2 5 年度末の耐震化率の目標

を設定します。 

 

２．住宅の耐震化の目標 

 住宅については、2 0 2 5 年度末の耐震化率の目標を 6 0 ％と します。 

 住宅の耐震化率については、国の基本方針で、2 0 2 5 年度までに「耐震性のない住宅をほぼ解消す

る」と いう 目標が示さ れています。また、県計画では国の方針を踏まえながら、耐震化率の現状も勘案

して、2 0 2 5 年度末の目標耐震化率を 9 0 ％と しています。 

 しかし、隠岐の島町においては住宅の現状の耐震化率が 4 2 .6 ％であり、2 0 10 年からの 6 年間で

1.2 ポイントしか上昇しておらず、耐震化がほと んど進んでいない状況です。そのため、この耐震化率

の推移と 今後の所有者等の耐震化への意識啓発や耐震診断、耐震改修への補助などの施策の効果を

勘案し、2 0 2 5 年度末までの住宅の耐震化率の目標を 6 0 ％と します。 

 

 隠岐の島町では近年住宅数が減少する傾向にあり、この傾向が続く と 仮定すると 、2 0 2 5 年度末の

住宅総数は 8 ,9 0 3 棟、そのう ち耐震性があると 判断さ れるものは4 ,0 4 9 棟で、耐震化率は 4 5 .5 ％

と 推計さ れます。2 0 2 5 年度末に耐震化率 6 0 ％の目標を達成するためには、新築、建替、耐震改修

などにより、耐震性があると 判断さ れる住宅が 1,2 9 3 棟増加すること が必要です。 

 

 

 

 

 

第 3 章 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 
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【住宅の耐震化の目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【住宅数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 1 9 8 1 年 6 月以降

（新耐震基準） 

の住宅〔棟〕 

① 

19 8 1 年 5 月以前

（旧耐震基準） 

の住宅〔棟〕 

② 

合計 

〔棟〕 

 

③= ①＋② 

耐震化率 

 

 

①/③ ×10 0  

2 0 10 年 3 ,7 9 2  5 ,4 3 7  9 ,2 2 9  4 1 .1%  

2 0 17 年 3 ,8 3 1  5 ,16 7  8 ,9 9 8  4 2 .6 %  

2 0 2 5 年 4 ,0 4 9  4 ,8 5 4  8 ,9 0 3  4 5 .5 %  

2 0 2 5 年( 目標)  5 ,3 4 2  3 ,5 6 1  8 ,9 0 3  6 0 .0 %  
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３．特定建築物の耐震化の目標 

（１）多数の者が利用する建築物 

 多数の者が利用する建築物の耐震化率については、国の目標及び県計画の目標を踏まえ、現状の

8 6 .4 ％を 2 0 2 5 年度末までに 9 5 ％以上と すること を目標と します。 

 この目標を達成するためには、現在耐震性がないと 判断さ れる建築物 11 棟のう ち、7 棟を耐震化す

る必要があります。 

 特に災害時の拠点と なる建築物については優先的に耐震化を図ること と し、2 0 2 5 年度末までにす

べての建築物が耐震性のある建築物と なること を目指します。 

 

【多数の者が利用する建築物の耐震化の目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【多数の者が利用する建築物の用途別の耐震化の目標】 

用途 現在の耐震化率（2 0 15 年） 耐震化の目標（2 0 2 5 年） 

災害時の拠点と なる建築物 8 6 .7 ％ 10 0 .0 ％ 

不特定多数の者が利用する建築物 8 5 .7 ％ 9 5 .0 ％ 

特定多数の者が利用する建築物 8 5 .7 ％ 9 5 .0 ％ 

 建築物 
19 8 1 年 

6 月以降 

( 新耐震基準)  

の建築物〔棟〕 

1 9 8 1 年 

5 月以前 

( 旧耐震基準)  

の建築物〔棟〕 

 

耐震性ありの

建築物 

〔棟〕 

耐震化率 

  耐震診断の 

結果、耐震性 

あり又は 

耐震改修済 

 ①= ②＋③ ② ③ ④ ⑤＝②＋④ ⑤/①×10 0  

2 0 10 年 5 4  3 4  2 0  1  3 5  6 4 .8 %  

2 0 15 年 8 1  4 6  3 5  2 4  7 0  8 6 .4 %  

2 0 2 5 年( 目標)  8 1  4 6  3 5  3 1  7 7  9 5 .1 %  
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の耐震化が必要 
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 多数の者が利用する建築物のう ち、隠岐の島町が所有する建築物については県計画の目標を踏まえ、

2 0 2 5 年度までに耐震化率を 10 0 ％と すること を目標と します。 

 町有建築物のう ち、耐震性がないと 判断さ れている建築物は 4 棟あり、すべてが「災害時の拠点と

なる建築物」と なっています。そのため、関係部局と 連携して強力にかつ早急に耐震化を進めていく こ

と と します。町有建築物の耐震化を早急に進めること により、町民に対して耐震化を PR する機会と し、

民間建築物の耐震化の促進につなげます。 

 

【多数の者が利用する建築物の耐震化の目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【多数の者が利用する建築物（町有建築物）の用途別の耐震化の目標】 

用途 現在の耐震化率（2 0 15 年） 耐震化の目標（2 0 2 5 年） 

災害時の拠点と なる建築物 8 8 .9 ％ 10 0 .0 ％ 

不特定多数の者が利用する建築物 10 0 .0 ％ 10 0 .0 ％ 

特定多数の者が利用する建築物 10 0 .0 ％ 10 0 .0 ％ 

  

 建築物 
19 8 1 年 

6 月以降 

( 新耐震基準)  

の建築物〔棟〕 

1 9 8 1 年 

5 月以前 

( 旧耐震基準)  

の建築物〔棟〕 

 

耐震性ありの

建築物 

〔棟〕 

耐震化率 

  耐震診断の 

結果、耐震性 

あり又は 

耐震改修済 

 ①= ②＋③ ② ③ ④ ⑤＝②＋④ ⑤/①×10 0  

2 0 10 年 2 9  2 0  9  0  2 0  6 9 .0 %  

2 0 15 年 4 1  2 5  16  12  3 7  9 0 .2 %  

2 0 2 5 年( 目標)  4 1  2 5  16  16  4 1  10 0 .0 %  
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成する ためには、4

棟の耐震化が必要 
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（２）危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

 危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化率については、国の目標及び県計画の

目標を踏まえ、現状の 5 5 .6 ％を 2 0 2 5 年度末までに 9 5 ％以上と すること を目標と します。 

 この目標を達成するためには、旧耐震基準で建築さ れた建築物 4 棟すべての耐震化が必要と なりま

す。 

 

【危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の耐震化の目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 建築物 
19 8 1 年 

6 月以降 

( 新耐震基準)  

の建築物〔棟〕 

1 9 8 1 年 

5 月以前 

( 旧耐震基準)  

の建築物〔棟〕 

 

耐震性ありの

建築物 

〔棟〕 

耐震化率 

  耐震診断の 

結果、耐震性 

あり又は 

耐震改修済 

 ①= ②＋③ ② ③ ④ ⑤＝②＋④ ⑤/①×10 0  

2 0 10 年 8  4  4  0  4  5 0 .0 %  

2 0 15 年 9  5  4  0  5  5 5 .6 %  

2 0 2 5 年( 目標)  9  5  4  4  9  10 0 .0 %  
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（３）通行を確保すべき道路沿いの建築物 

 通行を確保すべき道路沿いの耐震化率については、国の目標及び県計画の目標を踏まえ、2 0 2 5 年

度末までに 9 5 ％以上と すること を目標と します。 

 この目標を達成するためには、地震発生時に緊急輸送道路を閉塞するおそれがある 17 棟の建築物

すべての耐震化が必要と なります。 

 また、県計画では、道路の通行及び円滑な避難の確保を図るため、緊急輸送道路の一部路線が「耐震

診断を義務づける道路」と して指定さ れ、その道路を閉塞するおそれのある建築物の所有者に対し、

期限内での耐震診断結果の報告が義務づけられています。これらの建築物については、隠岐の島町で

も積極的に耐震化を働きかけていきます。 

 

【通行を確保すべき道路沿いの建築物の耐震化の目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  
1 9 8 1 年 

5 月以前 

( 旧耐震基準)  

の建築物〔棟〕 

 

耐震性ありの建

築物 

〔棟〕 

19 8 1 年 

5 月以前 

の建築物 

の耐震化率 

  耐震診断の 

結果、耐震性 

あり又は 

耐震改修済 

  ① ② ③＝①＋② ③/①×10 0  

2 0 10 年 

第 1 次緊急輸送道路 2 7  0  0  0 .0 %  

第 2 次緊急輸送道路 10  0  0  0 .0 %  

第 3 次緊急輸送道路 0  0  0  0 .0 %  

2 0 15 年 

第 1 次緊急輸送道路 13  0  0  0 .0 %  

第 2 次緊急輸送道路 4  0  0  0 .0 %  

第 3 次緊急輸送道路 0  0  0  0 .0 %  

2 0 2 5 年( 目標)  

第 1 次緊急輸送道路 13  1 3  1 3  10 0 .0 %  

第 2 次緊急輸送道路 4  4  4  10 0 .0 %  

第 3 次緊急輸送道路 0  0  0  10 0 .0 %  
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